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円

摘　　　　　　　　　　　要

総

令８市道N６３４号線道路詳細設計委託
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一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式

一　式
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第　　３号表内訳のとおり

第　　４号表内訳のとおり

第　　５号表内訳のとおり
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[ ]委託業務名

]件　　名

令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

道路設計

道路設計

道路詳細設計

打合せ（道路設計）

打合せ

打合せ協議

直接人件費計　　　　　　　　　　　　　　

旅費交通費　　　　　　　　　　　　　　　

電子計算機使用料　　　　　　　　　　　　

電子成果品作成費　　　　　　　　　　　　

直接経費計　　　　　　　　　　　　　　　

直接原価　　　　　　　　　　　　　　　　

その他原価　　　　　　　　　　　　　　　

業務原価　　　　　　　　　　　　　　　　

一般管理費等　　　　　　　　　　　　　　

委託価格計　　　　　　　　　　　　　　　

消費税及び地方消費税の額

委託料計



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-001

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　１ 　

単位数　　量

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

        0.16

種　別　内　訳　書

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

㎞

形　状・寸　法

道路詳細設計

道路詳細設計（Ａ）［予
備設計有り］

設計計画

施工計画

現地踏査

平面縦断設計

横断設計

道路付帯構造物

小構造物設計

仮設構造物

用排水設計

設計図

数量計算

照査

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-002

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　１ 　

単位数　　量

        0.16

種　別　内　訳　書

㎞

形　状・寸　法

報告書作成

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-003

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　２ 　

単位数　　量

        1

種　別　内　訳　書

式

形　状・寸　法

打合せ協議

設計協議

打合せ 中間打合せ回数３回

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-004

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　３ 　

単位数　　量

          1.0

種　別　内　訳　書

式

形　状・寸　法

旅費交通費　　　　　　　
　　　　　　　　

旅費交通費　　　　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-005

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　４ 　

単位数　　量

          1.0

種　別　内　訳　書

式

形　状・寸　法

電子計算機使用料　　　　
　　　　　　　　

電子計算機使用料　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-006

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　５ 　

単位数　　量

          1.0

種　別　内　訳　書

式

形　状・寸　法

電子成果品作成費　　　　
　　　　　　　　

電子成果品作成費　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳



金　　　額
円

摘　　　　　要

内調 布 市 1-007

単　　　価

[ 名]

第 号

委託 令８市道N６３４号線道路詳細設計委託

　　６ 　

単位数　　量

          1.0

種　別　内　訳　書

式

形　状・寸　法

その他原価　　　　　　　
　　　　　　　　

その他原価　　　　　　
　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

種　別・細　別・内　訳
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特記仕様書 
 

本特記仕様書は、調布市（以下「甲」という。）が、受託者（以下「乙」という。）に

委託する「令８市道Ｎ６３４号線道路詳細設計委託」の履行に関し、必要な事項を定め

るものである。 

 
１ 総則 

 (1) 適用範囲及び一般事項 

   本委託は、この仕様書に規定されているもののほか、東京都建設局制定の「設計

委託標準仕様書」（以下、「標準仕様書」という。）によるものとする。 

なお、標準仕様書の中で東京都若しくは知事とあるものは、調布市若しくは市長と

読み替えるものとする。 

また、その他標準仕様書及び作業規定等が必要になった場合には、監督員と協議し

定めるものとする。 

 

 (2) 個人情報の取り扱い 

個人情報の保護に関しては、「別紙（個人情報等）」を遵守すること。 

なお、東京都若しくは知事とあるものは、調布市若しくは市長と読み替えるものと

する。 

 

 (3) 設計変更 

   委託契約書第11条から13条までに記載している設計変更等の具体的な考え方や手

続きについては、「土木設計委託等設計変更ガイドライン」（東京都）によるもの

とする。 

 

(4) 再委託 

  ア 乙は、本業務等の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。 

  イ 本業務の主要な部分を除く部分に限り、あらかじめ書面又は電磁的記録により

委託者の承諾を得た場合にはこの限りではない。  

  ウ 委託者の承諾が得られた本委託業務の一部を再委託する場合においては、受託

者と同様に再委託先においても本業務に関係する契約関係書類の内容を遵守する

ものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して、一切の責任を負

う。 

  エ 本委託業務等の再委託先である協力会社は、調布市の競争入札参加資格者であ

る場合、指名停止期間中及び排除措置中であってはならない。  

  オ 乙は、再委託の申し出を行う際には、委託者に対して当該委託業務に係る履行

体制図等を付属資料として提出しなければならない。  

  カ 乙は、当該履行体制図等の作成に当たっては、全ての再委託先及び再委託先に

行わせる業務について、記載しなければならない。 

 

(5) 調布市契約における暴力団等排除に関する特約条項 

受託に当たり、暴力団等から不当介入を受けた場合（再受託者が暴力団等から不当

介入を受けた場合を含む。）は、調布市契約における暴力団等排除に関する特約条項

に基づき、監督員への報告及び警視庁管轄警察署への通報並びに捜査上必要な協力を
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すること。 

 

２ 委託内容 

(1) 業務目的 

   本委託は、過年度成果の「令和７年度市道Ｎ６３４号線測量委託（単価契約）」を

基に、企業者との調整を行い、今後の工事発注に資する道路詳細設計を行うもので

ある。 

 

(2)  旅費交通費 
   本業務の打合せ等に係る旅費交通費の算定にあたっては、直接人件費の約０．６

３％を計上している。 
 
(3) 資料の貸与 

本業務を行うにあたり、貸与する資料は以下のとおりとする。 

  ア 令和７年度市道Ｎ６３４号線測量委託（単価契約） 報告書  
   
(4) 産業廃棄物の適正処理 

本委託に伴い産業廃棄物が発生する場合は、甲乙間で関係法令等を確認し、協議の

上、適正に処理すること。 

 
(5) 設計等委託業務の環境改善の取組 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組む「設計等委託業務の環境改

善」を考慮するものとする。 

設計等委託業務の環境改善の実施にあたっては、東京都建設局ホームページに掲載

している「設計等委託業務の環境改善実施要領」に基づき、甲乙間で確認・調整した

内容について取り組むものとする。 

 
(6) 本人確認できる顔写真付き証明書の提示 

乙は、業務の実施にあたって甲に有資格者として通知した代理人及び主任技術者に

ついて、甲から求められた際は資格証等の写しと本人が同一であることを証明する顔

写真付きの公的な身分証明書（運転免許証、マイナンバーカード等）を提示しなけれ

ばならない。 

なお、顔写真付き証明書が無い場合は、下記に示す異なる２つ以上を提示しなけれ

ばならない。 

・基礎年金番号通知書または年金手帳 
・金融機関またはゆうちょ銀行の預（貯）金通帳、キャッシュカード、クレジッ
トカード 
・印鑑登録証明書 

・住民票の原本 

上記により虚偽報告等が明らかとなった場合は、委託等業務成績評定時に減点を行

うものとする。 

 
(7) 主任技術者 

標準仕様書第１章第１節1.1.7の5に定める主任技術者は、下記に示すいずれかの
条件を満たす者とする。 
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  ア 技術士（総合技術管理部門：建設-道路）の資格を有し、技術士法による登録
を行っている者。 

  イ 技術士（建設部門：道路）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。 
  ウ RCCM（道路部門）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者。 

 
(8) 図面の作成 

図面の作成にあたっては、建設局が定める「ＣＡＤ製図基準・同解説」に基づき
実施すること。 
なお、本基準は東京都建設局ホームページから入手できる。 

 
(9)  業務内容 

ア 道路詳細設計(A):市道N６３４号線 
    設計条件は以下のとおりとする。 
   (ｱ) 道路規格：第4種第4級 

   (ｲ)  道路延長：L=0.16km 
   (ｳ) 地形条件：市街地 
   (ｴ) 車線数：1～2車線 
   (ｵ) 複断面：なし 
     (ｶ) 暫定計画：なし 
   (ｷ) 歩道設計：なし 
   (ｸ) 道路環境関連施設設計：なし 
   (ｹ) 特殊法面の設計：なし 
   (ｺ) 工区ごとの分割：なし 
   (ｻ) 軟弱地盤の路床入替、在来地盤改良等の設計：なし 

イ 打合せ 

中間打合せ回数を 3回とする。 

 

(10) 地元協議等 
本業務においては、標準仕様書第1章第1節1.1.15「地元協議等」に規定する協議

を行う予定は無い。 
 

(11) 成果品の提出 
成果品の提出は以下のとおりとする。 

  ア 報告書                    ２部 
  イ 電子データ（ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ）      ２部 

  ウ その他協議の上で必要と認められる資料     一式 

   ※本業務は電子納品対象業務として、「東京都建設局電子納品運用ガイドライン」

に基づき作成すること。 

  ※成果品の納入後に、内容に不備が認められた場合は、速やかに乙の責任において

修正するものとする。 
  ※成果品に係る一切の権利は、原則として委託者である甲に帰属するものとする。 

 
(12) 「環境により良い自動車利用」について 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守
すること。 

  ア 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例(平成12年東京都条例第215号)
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第37条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。 
  イ 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）の対策地域内で登録可能な自
動車であること。 

 
なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等

の提示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 
 
 (13) 留意点 
   ア 当道路の拡幅工事は供用中の道路の拡幅工事となるため、施工途中における

交通の切換え等についても検討すること。  

イ 乙は、道路と隣接地等に高低差が生じる場合、当該高低差の処理方法につい
て詳細な検討を行い設計するものとする。 
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                                                                        別 紙  

情報セキュリティの確保に関する特記仕様書 

 

１ サイバーセキュリティポリシーを踏まえた業務の履行 
受託者は、東京都サイバーセキュリティ基本方針及び東京都サイバーセキュリティ対 

策基準の趣旨を踏まえ、以下の事項を遵守しなければならない。 
 
２ 業務の推進体制 
(1) 受託者は、契約締結後直ちに委託業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業
務に関する責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記
仕様書を遵守し業務を推進する旨の誓約を書面にし、委託者に提出すること。 

(2) 委託業務の従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な教育及び
研修を実施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提

出すること。 
(3) (1)、(2)の事項に変更が生じた場合、受託者は速やかに変更内容を委託者に提出す
ること。 

 
３ 業務従事者への遵守事項の周知 
(1) 受託者は、この契約の履行に関する遵守事項について、委託業務の従事者全員に対
し十分に説明し周知徹底を図ること。 

(2) 受託者は、(1）の実施状況を書面にし、委託者に提出すること。 
 

４ 秘密の保持 
受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約終了

後も同様とする。 
 

５ 目的外使用の禁止 
受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。
また、この契約の履行により知り得た内容を第三者に提供してはならない。 

 
６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者が貸与する原票、資料、その
他貸与品等及びこれらに含まれる情報（以下「委託者からの貸与品等」という。）を、委
託者の承諾なくして複写及び複製をしてはならない。 

 
７ 情報の保管及び管理 

受託者は、委託業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、委託業務の実施に
当たって以下の事項を遵守しなければならない。 

(1) 全般事項 
ア 契約履行過程 
(ｱ) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ 委託者からの貸与品等の使用及び保管管理 
ｂ 仕様書等で指定する物件（以下「契約目的物」という。）、契約目的の仕

掛品及び契約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び電磁的記録物等）
の作成、使用及び保管管理 
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ｃ 委託者との受け渡しに利用する外部記録媒体の使用及び保管管理（受け渡し
の都度、コンピュータウイルスチェックを実施すること。） 

ｄ その他、仕様書等で指定したもの 
(ｲ) 委託者から(ｱ)の内容を確認するため、委託業務の安全管理体制に係る資料の

提出を求められた場合は直ちに提出すること。 
イ 契約履行完了時 
(ｱ) 委託者からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに委託者に返還すること。 
(ｲ) 契約目的物の作成のために、委託業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及
び電磁的記録媒体等一切の有形物。以下「記録媒体」という。）については、契
約履行完了後に記録媒体上に含まれる当該業務に係る情報を全て消去すること。 

ウ 契約解除時 
イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ 事故発生時 
契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び

委託者からの貸与品等の紛失、滅失及びき損等の事故が生じたときには、その事故
の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告
し、委託者の指示に従うこと。 

(2) 個人情報及び機密情報の取扱いに係る事項 
委託者からの貸与品等及び契約目的物に記載された個人情報は、全て委託者の保

有個人情報である（以下「個人情報」という。）。また、委託者が機密を要する旨
を指定して提示した情報及び委託者からの貸与品等に含まれる情報は、全て委託者
の機密情報である（以下「機密情報」という。）。ただし、委託者からの貸与品等
に含まれる情報のうち、既に公知の情報、委託者から受託者に提示した後に受託者
の責めによらないで公知となった情報、及び委託者と受託者による事前の合意があ
る情報は、機密情報に含まれないものとする。 
個人情報及び機密情報の取扱いについて、受託者は、以下の事項を遵守しなけれ

ばならない。 

ア 個人情報及び機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退
室管理の可能な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、
台帳等を設け個人情報及び機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 委託者から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者
に提出し報告すること。 

エ 個人情報及び機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対
策を講じること。 

オ (1)イ(ｲ)において、個人情報及び機密情報に係る部分については、あらかじめ
消去すべき情報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により委託者に報
告して、委託者の承諾を得ること。 

カ (1)エの事故が、個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合
は、漏えい、滅失、毀損した個人情報及び機密情報の項目、内容、数量、事故の

発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告
し、委託者の指示に従うこと。 

キ カの事故が発生した場合、受託者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の
観点から、委託者に可能な限り情報を提供すること。 

ク (1)エの事故が発生した場合、委託者は必要に応じて受託者の名称を含む当該事
故に係る必要な事項の公表を行うことができる。 
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８ 再委託の取扱い 
(1) 受託者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託を

行う旨を書面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得なければならない。  
(2) (1)の書面又は電磁的記録には、別に定めるもののほかに以下の事項を記載するも
のとする。 
ア 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機密情報については特に
明記すること。） 

イ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録媒体の保管及び
管理体制については特に明記すること。）  

ウ 再委託先がこの特記仕様書の１及び３から７までに定める事項を遵守する旨 
の誓約 

 
９ 実地調査及び指示等 

(1) 委託者は、必要があると認める場合には、受託者の作業場所の実地調査を含む受託

者の作業状況の調査及び受託者に対する委託業務の実施に係る指示を行うことがで
きる。 

(2) 受託者は、(1)の規定に基づき、委託者から作業状況の調査の実施要求又は委託業
務の実施に係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならな
い。 

(3) 委託者は、(1)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとする。 
 

10 情報の保管及び管理等に対する義務違反 
(1) 受託者又は再委託先において、この特記仕様書の３から９までに定める情報の保管
及び管理等に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、この契約を解除
することができる。 

(2) (1)に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって委託
者が損害を被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求することができる。委

託者が請求する損害賠償額は、委託者が実際に被った損害額とする。 
 

11 運搬責任 
この契約に係る委託者からの貸与品等、個人情報及び契約目的物の運搬は、別に定める

ものを除くほか受託者の責任で行うものとし、その経費は受託者の負担とする。 
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別紙「個人情報等」 
第１章 総則 

 
（秘密等の保持） 
第１条 受託者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の内容をこの契約以外

の目的で他人に知らせ、また、この契約以外の目的に利用してはならない。 
２ 受託者は、この契約が終了し、又は解除された後においても、前項の規定を遵守しな

ければならない。 
 
（個人情報等の取扱い） 
第２条 受託者は、この契約による業務を処理する上で、個人情報の保護に関する法律（平

成15 年法律第57 号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項に定める個人
情報等（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成25 年法律第27 号。以下「番号利用法」という。）第２条第９号に定める特定個人

情報を含む。以下同じ。）を取り扱う場合は、個人情報保護法の他関係法令の規定に
従い、個人の権利利益を侵すことのないよう最大限努めなければならない。 

（受託者に提供する個人情報等の範囲） 
２ この契約による業務の処理に際して、東京都が受託者に対して提供する個人情報等

（以下「東京都提供個人情報等」という。）がある場合、東京都は、その提供する個
人情報等の件名及び件数等について、東京都提供個人情報等一覧（目録A）に記載し、
事前にその旨を明示する。 
なお、この契約による業務の処理に際して、受託者が都民及び東京都以外の第三者

から直接取得する個人情報等（以下「受託者取得個人情報等」という。）がある場合、
東京都は、その取得が予定される個人情報等の件名や件数等について、可能な限り具
体的に見積を行った上で、その内容を、受託者取得個人情報等一覧（目録B）に記載し、
事前にその旨を明示する。 
この場合、受託者は、業務の進捗等を報告するにあたって、必要に応じ、目録B「受

託者取得個人情報等一覧」の記載内容を修正し、東京都に報告するものとする。受託
者取得個人情報等のうち、目録に定めがないものについては、東京都及び受託者間で
別途合意をした上で、当該受託者取得個人情報等の処理権限を定めるものとする。 

（表明保証） 
３ 受託者は、この契約において取り扱う個人情報等を処理する場合には、その作成、取

得及び提供等について、個人情報保護法に定められている手続を履行していることを
保証するものとする。 

（権限） 
４ 受託者は、この契約で明示的に規定されるものを除き、この契約において取り扱う個

人情報等について開示、内容の訂正、追加または削除、利用の停止、消去及び提供の
停止を行うことのできる権限を有しない。 

（個人情報の保護） 
５ 受託者は、この契約による業務を処理する上で個人情報を取り扱う場合、東京都個人

情報取扱事務要綱（平成17 年３月31 日付16 生広情報第708 号）第２に定める管理体
制及び建設局が定める安全管理基準（建設局ＨＰ
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/about/jouhoukoukai-potal/参照）と同等
以上の水準により個人情報を保護しなければならない。 
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第２章 安全管理体制 
 

（責任体制の整備） 
第３条 受託者は、個人情報等の安全管理について、内部における責任体制（個人情報等

の漏えいの発生等に備えた連絡・対処体制を含む。）を構築し、その体制を維持しな
ければならない。 

 
（責任者、従事者） 
第４条 受託者は、この契約による個人情報等の取扱いの責任者及び業務に従事する者

（以下「従事者」という。）を定め、前条の責任体制とともに、あらかじめ東京都に
届け出なければならない。 
これらを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 受託者は、責任者に、従事者が本特記仕様に定める事項を適切に実施するよう監督さ
せなければならない。また、受託者は、従事者に、責任者の指示に従い本特記仕様を

遵守させなければならない。 
３ 受託者は、責任者及び従事者を変更する場合の手続を定めなければならない。 
４ 受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても、受託業務により知り得た個

人情報等を他に漏らしてはならないことなど、個人情報保護に関して必要な事項の周
知徹底をしなければならない。 

 
（派遣労働者） 
第５条 受託者は、この契約による業務を派遣労働者によって行わせる場合、労働者派遣

契約書に、秘密保持義務等個人情報等の取扱いに関する事項を明記しなければならな
い。その場合の守秘義務の期間は、第１条に準ずるものとする。 

２ 受託者は、派遣労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、受託者
と派遣元との契約内容にかかわらず、東京都に対して派遣労働者による個人情報等の
処理に関する責任を負うものとする。 

 
（従事者等の教育及び研修） 
第６条 受託者は、個人情報等の保護及び情報セキュリティに対する意識の向上を図るた

め、責任者及び従事者に対し、個人情報保護法における東京都の機関及び受託者の義
務並びに本特記仕様において従事者が遵守すべき事項その他この契約による業務の適
切な履行に必要な事項について、教育及び研修を実施しなければならない。 

２ 受託者は、前項の教育及び研修の実施に関して計画を定めなければならない。この計
画には、個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及び個人情報の漏えいが
生じた際に負う民事上並びに刑事上、行政上の責任等に関する事項を含むものとする。 

３ 受託者は、第１項の教育及び研修は、責任者及び従事者にこの契約による業務を行わ
せる前に少なくとも１回は行わなければならない。 

 
（再委託） 

第７条 受託者は、個人情報等の処理について再委託（受託者の子会社（会社法（平成 17 
年法律第86 号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）への委託を含む。以
下同じ。）を行う場合、個人情報等を適切に管理する能力を有しない事業者を選定し
ないようにするために、再委託しようとする業者名及び次の各号に規定する項目を記
載した書面を東京都に通知し、東京都個人情報取扱事務要綱第７.７に定める東京都の
承諾を得なければならない。再委託の内容を変更する場合又は選定した業者が個人情
報等を適切に管理する能力を有しないことが判明した場合において別の業者に変更す
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る場合も同様である。 
(1) 再委託を行う業務の内容及び事業執行場所 

(2) 再委託で取り扱う個人情報等の目録 
(3) 再委託の期間 
(4) 再委託が必要な理由 
(5) 再委託の相手方（名称、代表者、所在地、連絡先） 
(6) 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び従事者 
(7) 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容(契約書等に規定されたもの 

の写し) 
(8) 再委託の相手方に対する個人情報保護法第25 条等に基づく監督方法 

２ 前項の場合、受託者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させる
とともに、受託者と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、東京都に対して再委
託の相手方による個人情報等の処理に関する責任を負うものとする。 

３ 受託者は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び個人情報等の安全

管理の方法について具体的に規定しなければならない。 
４ 受託者は、この契約による業務を再委託した場合、その履行を管理監督するとともに、

東京都の求めに応じて、その状況等を東京都に適宜報告しなければならない。 
５ 受託者は、前項の管理監督とは別に、再委託の相手方における責任者及び従事者に対

して、この契約による業務を行わせる前に、少なくとも１回は第６条第１項に定める
ものと同等以上の教育及び研修を行わせなければならない。 

 
（目的以外の利用禁止） 
第８条 受託者は、この契約による業務を処理するため取得、作成した個人情報等又は東

京都から引き渡された文書等（当該文書に記録された個人情報の全部又は一部を複写
及び転写等した他の媒体を含む。以下、本特記仕様において同じ。）を東京都の指示
又は承諾を得ることなくこの契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはなら
ない。 

 
（複写、複製等の禁止） 
第９条 受託者は、この契約による業務を処理するため東京都から引き渡された文書等を

東京都の指示又は承諾を得ることなく複写又は複製若しくは転写してはならない。 
 
（個人情報等の安全管理） 
第10 条 受託者は、この契約による業務を処理するため取得、作成した個人情報等又は

東京都から引き渡された文書等に記録された個人情報等を漏えい、漏示、毀損及び滅
失（以下「漏えい等」という。）することのないよう、当該個人情報等を安全に管理
しなければならない。 

２ 受託者は、東京都から文書等の引き渡しを受けた場合は、東京都に受領書を提出する。 
３ 受託者は、第１項の個人情報等を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を特定

し、あらかじめ東京都に届け出なければならない。その特定した作業場所を変更しよ

うとするときも、同様とする。東京都は、必要に応じて作業場所の現況を確認するも
のとする。 

４ 受託者は、東京都が承諾した場合を除き、第１項の個人情報等を作業場所から持ち出
してはならない。 

５ 受託者は、第１項の個人情報等を運搬する場合は、その方法（以下「運搬方法」とい
う。）を特定し、あらかじめ東京都に届け出なければならない。その特定した運搬方
法を変更しようとするときも、同様とする。 
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６ 受託者は、第１項の個人情報等について郵便等発送、電子メールその他アプリケーシ
ョンの利用等により外部に送付する場合は、その方法（以下「送付方法」という。）

を特定し、あらかじめ東京都に届け出なければならない。その特定した送付方法を変
更しようとするときも、同様とする。 

７ 受託者は、従事者をして前項に基づき届け出た送付方法により第１項の個人情報等を
送付させる場合は、次の各号を遵守させなければならない。 
⑴  送付先及び送付物に誤りがないか確認すること。 
⑵  送付先の情報及び送付内容が第三者に知られないようにすること。 
⑶  送付物の内容により適切な送付方法を選択すること。 
⑷  上記⑴及び⑵について従事者による送付の都度複数人により確認すること及び上

記⑶について責任者が了解していることその他責任者が指示した安全対策を講じ
ること。 

８ 受託者は、この契約による業務を処理するために使用することとしたパソコン等（外
部記録媒体を含む。以下同じ。）以外のパソコン等を使用してはならない。 

９ 受託者は、この契約による業務を処理するパソコン等に、ファイル交換ソフトその他
情報漏えい等につながるおそれがあるソフトウエアをインストールしてはならない。 
なお、クラウドサービスを利用する場合は、クラウドサービスに対する各種の認定・

認証制度（ISMAP、ISO/IEC27001・27017・27018、JISQ27001 等）の適用状況から、ク
ラウドサービスの信頼性が十分であることを総合的・客観的に評価し選定すること。 

10 受託者は、第１項の個人情報等を、秘匿性等その内容に応じて、次の各号の定めると
ころにより管理しなければならない。 
⑴  個人情報等は、金庫、保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室に保管

しなければならない。 
⑵  個人情報等を電子データとして保存又は持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと

同等以上の保護措置をとらなければならない。 
⑶  個人情報等を電子データで保管する場合、当該データが記録された外部記録媒体

及びそのバックアップの保管状況及び個人情報等の正確性について、定期的に点検

しなければならない。 
⑷  個人情報等を管理するための台帳を整備し、個人情報等の受け渡し、利用、複写

又は複製、保管、廃棄等の取扱いの状況、年月日及び担当者を記録しなければなら
ない。 

 
（個人情報等の帰属及び返還、廃棄又は消去） 
第11 条 東京都から引き渡された文書等に記録された個人情報等のほか、この契約によ

る業務を処理するために東京都の指定した様式により、及び東京都の名において、受
託者が取得、作成、加工、複写又は複製等した個人情報等は、東京都に帰属するもの
とする。 

２ 受託者は、この契約による委託業務完了時に、東京都の指示に基づいて、前項の個人
情報等を返還、廃棄又は消去しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の個人情報等を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等当該

個人情報等が判読又は復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 
４ 受託者は、パソコン等に記録された第１項の個人情報等を消去する場合、データ消去

用ソフトウエアを使用し、当該個人情報等が判読、復元できないように確実に消去し
なければならない。 

５ 受託者は、第１項の個人情報等を廃棄又は消去したときは、完全に廃棄又は消去した
旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄又は消去の方法、責任者、廃棄又は消去
の年月日が記載された書面）を東京都に提出しなければならない。ただし、他の法令
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に基づき受託者において一定期間の保管が義務付けられている個人情報等については、
受託者は、廃棄又は消去できない個人情報等の概要に関する情報（情報項目、媒体名、

数量、廃棄又は消去しない根拠法令、責任者、法令に基づき予定される廃棄又は消去
の年月日が記載された書面）を上記証明書に記載すること。 

６ 受託者は、廃棄又は消去に際し、東京都が立会いを求めたときはこれに応じなければ
ならない。 

 
第３章 事故対応及び検査 

 
（漏えい等発生時の対応） 
第12 条 受託者は、この契約による業務の処理に関して個人情報の漏えい等が発生し、

又は発生したおそれがある事態が生じた場合は、その事態に係る帰責の有無にかかわ
らず、当該漏えい等に係る個人情報の内容、数量、発生場所、発生状況等を東京都に
速やかに報告し、その指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、前項の事態が生じた場合には、速やかに被害を最小限にするための措置を
講ずるとともに、前項の指示に基づいて、当該事態が生じた旨を当該漏えい等に係る
個人情報の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるも
のとする。この場合、受託者は、当該措置に係る費用を負担することとする。 

３ 受託者は、東京都と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、
可能な限り当該事態に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければ
ならない。この場合、受託者は、東京都が事実関係の公表にあたって受託者の名称及
び代表者氏名を公表することがあることを承諾するものとする。 

 
（立入調査等） 
第13 条 東京都は、この契約による業務の処理に伴う個人情報等の取扱いについて、本

特記仕様の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうかを確認するため必要が
あると認めるときは、受託者に報告を求めること及び受託者の作業場所を立入調査す

ることができるものとし、受託者は、東京都から改善を指示された場合には、その指
示に従わなければならない。 

２ 受託者は、再委託を行なう場合は、前項と同等の措置を講じるよう再委託の相手方に
対して求めなければならない。また、受託者は、必要に応じて東京都が再委託の相手
方に報告を求めること及び再委託の相手方の作業場所を立入調査できるよう、必要な
調整を行うものとする。この限りにおいて、受託者は、再委託の相手方の作業場所を
立入調査できるように調整した記録（再委託の相手方に連絡した日時及び連絡内容、
連絡の結果による再委託の相手方の返答内容など）を、東京都の求めに応じて書面に
より報告しなければならない。 

 
第４章 契約解除及び損害賠償等 

 
（契約の解除） 

第14 条 東京都は、受託者が本特記仕様に定める義務を履行しない場合は、この契約に
よる業務を解除することができるものとする。 

２ 受託者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場合においても、東京
都にその損害の賠償を求めることはできないものとする。 

３ 受託者が、第１項の規定に基づき契約を解除された場合、東京都は、受託者の名称及
び違反事実を公表することができる。 
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（損害賠償等） 
第15 条 受託者の故意又は過失を問わず、受託者が本特記仕様に定める義務に違反し、

又は怠ったことにより東京都が損害を被った場合には、東京都にその損害を賠償しな
ければならない。 

２ 受託者は、第12 条第１項に規定する事態に起因又は関連して第三者との間で紛争、
クレーム又は請求（以下「紛争等」という）が生じた場合には、直ちに東京都に対し
て書面により通知するものとし、かつ、自己の責任及び費用負担において、当該紛争
等を解決することとする。 

３ 受託者は、第12 条第１項に規定する事態に起因又は関連して、東京都が被った損害
又は損失及び費用（漏えい等した個人情報の本人（以下「被害者」という。）から東
京都に対してなされる訴訟並びに慰謝料その他の損害賠償の請求その他紛争解決手段
の行使に対応するために東京都において発生した費用を含む。以下「損害等」という）
が生じた場合、東京都の求めに応じて、当該損害等の全部又は一部を補償する。 

 

（その他） 
第16 条 受託者は、建設局が定める安全管理基準及び本特記仕様の解釈等、個人情報等

の取扱いについて疑義を生じた場合、その都度東京都に確認し、本業務を行うこと。
この限りにおいて、東京都は、東京都の情報セキュリティ管理体制の維持に支障がな
い範囲で受託者に対して情報提供を行うものとする。 

 
第17 条 第15 条の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、受託者が

再委託等（再々委託及びそれ以降の委託を含む。）をした相手方において発生した場
合であっても、当該受託者が負うものとする。 
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目録A 東京都提供個人情報等一覧（東京都→受託者） 

No 件名 件数(本人の

数) 

媒体 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

目録B 受託者取得個人情報等一覧（受託者→東京都） 

No 件名 件数(本人の

数) 

媒体 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 


